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１　調達の名称及び数量
　　京都府立京都学・歴彩館統合情報システム（資料管
理・公開系）賃貸借等業務　一式
２　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　　京都府立京都学・歴彩館企画総務課
　　京都市左京区下鴨半木町１番地29
３　契約日
　　令和６年10月15日
４　契約の相手方の名称及び住所
　　ＦＬＣＳ株式会社京都支店
　　京都市下京区仏光寺通烏丸東入上柳町331番地
５　契約金額
　　60,568,200円
６　契約の方法
　　随意契約
７　随意契約とした理由
　　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特
例を定める政令（平成７年政令第372号）第11条第１
項第１号

京都府告示第529号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定に
より、指定医療機関を次のとおり指定した。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

　規　　　　則　

　京都府財産取扱規則の一部を改正する規則をここに公
布する。

　　令和６年10月25日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府規則第47号

京都府財産取扱規則の一部を改正する規則

　京都府財産取扱規則（昭和39年京都府規則第16号）の
一部を次のように改正する。
　第９条を次のように改める。
（合議）
第９条　課長は、次に掲げる場合においては、府有資産
活用課長（第１号及び第２号の場合にあつては、府有
資産活用課長及び財政課長）に合議しなければならな
い。
　⑴　議会の議決を要する財産の取得、管理又は処分を
しようとするとき。

　⑵　京都府財産条例（昭和39年京都府条例第37号。以
下「条例」という。）の定めるところにより、財産
の無償貸付け若しくは減額貸付け又は譲与若しくは
減額譲渡をしようとするとき。

　⑶　財産の所属替えをしようとするとき。
　⑷　行政財産の用途を変更し、又は廃止しようとする
とき。

　⑸　前各号に掲げるもののほか、財産の取得又は処分
をしようとするとき。

　第12条第２項中「財産を取得し、処分し、又は所属替
え若しくは用途変更等」を「第９条各号に掲げる財産の
取得、管理又は処分に係る行為等により」に改める。
　第18条第２項中「京都府財産条例（昭和39年京都府条
例第37号。以下「条例」という。）」を「条例」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和７年１月１日から施行する。

　告　　　　示　

京都府告示第528号

　随意契約の相手方を次のとおり決定した。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第51条第１項の
規定により、次のとおり指定医療機関から辞退の届出が
あった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第530号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規
定により、次のとおり指定医療機関から変更の届出が
あった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規
定により、次のとおり指定医療機関から廃止の届出が
あった。

京都府告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項の規定により、指定介護機関を次のとおり指定した。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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京都府告示第534号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第５項において準用する同法第50条の２の規定により、次のとおり
指定介護機関から変更の届出があった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第535号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第５項において準用する同法第51条第１項の規定により、次のとお
り指定介護機関から辞退の届出があった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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京都府告示第538号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第50条の２の規定により、次のとおり指定医療機関
から変更の届出があった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第539号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第50条の２の規定により、次のとおり指定医療機関
から廃止の届出があった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第536号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項に
おいて準用する同法第50条の２の規定により、次のとお
り指定施術機関から廃止の届出があった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第537号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第49条の規定により、指定医療機関を次のとおり指
定した。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第540号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第51条第１項の規定により、次のとおり指定医療機
関から辞退の届出があった。

京都府告示第541号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条
の２第１項の規定により、指定介護機関を次のとおり指定した。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第542号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条
の２第５項において準用する同法第50条の２の規定により、次のとおり指定介護機関から変更の届出があった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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京都府告示第544号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第55条第２項において準用する同法第50条の２の規
定により、次のとおり指定施術機関から廃止の届出が
あった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第543号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条
の２第５項において準用する同法第51条第１項の規定により、次のとおり指定介護機関から辞退の届出があった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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京都府告示第547号

　森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、
次のとおり保安林の指定をする予定である旨農林水産大
臣から通知があった。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　保安林予定森林の所在場所
　　福知山市大江町蓼原小字ケヲン1107の乙、1107の
丙、1115の乙、小字坂ノ奥1117、1130の１、1130の２、
1130の乙、1131、1132、1132の乙、1133、1134の１、
1134の２、1135から1139まで、小字ヲカ8017、8019、
8020から8022まで、8023の１、8023の２、8024から
8033まで、8033の１、8034から8036まで
２　指定の目的
　　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　小字坂ノ奥1130の１・小字ヲカ8021・8022・

8023の１（以上４筆について次の図に示す部分に
限る。）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を
定めない。

　　ウ　主伐に係る伐採をすることができる立木は、当
該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計
画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹
種

　　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図
面及び関係書類を京都府中丹広域振興局農林商工部森づ
くり振興課及び京都府農林水産部森の保全推進課におい
て縦覧に供する。なお、福知山市役所においてその図面
及び関係書類を閲覧することができる。）

京都府告示第548号

　漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号。以下「法」
という。）第113条の２第１項の規定により、次の加入区
の指定漁船を普通損害保険に付すべき義務は、令和６年
10月22日限りで消滅した。

京都府告示第545号

　次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生
省令第８号）第１条第１項に規定する救急病院である。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

名　　　称 所　 　在　 　地 認　定
年月日 認定期限

医療法人西大路
病院

京都市中京区西ノ京東中合
町12の１

令
 6.10. 2

令
 9.10. 1

京都第一赤十字
病院

〃　　東山区本町15丁目
749

 6.10. 4  9.10. 3

京都府告示第546号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の
規定により、次のとおり保安林の指定をする予定である。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　保安林予定森林の所在場所
　　与謝郡与謝野町字与謝小字上ミノ谷121、122、
136、138、小字二ツ石上ミノ谷7012から7014まで、小
字二ツ石中ノ谷7015、7016
２　指定の目的
　　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　小字上ミノ谷122・小字二ツ石上ミノ谷7012・

7014・小字二ツ石中ノ谷7016（以上４筆について
次の図に示す部分に限る。）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を
定めない。

　　ウ　主伐に係る伐採をすることができる立木は、当
該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計
画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹
種

　　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図
面及び関係書類を京都府丹後広域振興局農林商工部森づ
くり振興課及び京都府農林水産部森の保全推進課におい
て縦覧に供する。なお、与謝野町役場においてその図面
及び関係書類を閲覧することができる。）
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　公　　　　告　

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条
第１項の規定により南丹市から聴取した意見の概要は、
次のとおりである。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　ドラッグユタカ園部店
　　南丹市園部町上木崎四辻12番１ほか
２　届出者の名称及び住所
　　株式会社ユタカファーマシー
　　大垣市林町十丁目1339番地１
３　意見の対象となった届出及び届出日
　　大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定による変
更の届出
　　令和６年５月10日
４　意見の概要
　⑴　今回の変更は市民生活の利便性向上につながるも
のと高く評価する。

　⑵　夜間の騒音対策や照明対策など周辺住民の生活環
境の保持に配慮されたい。

　⑶　子どもたちの通学時の安全確保に配慮されたい。
５　縦覧場所
　　京都府南丹広域振興局農林商工部農商工連携・推進
課及び京都府商工労働観光部中小企業総合支援課
６　縦覧期間
　　令和６年10月25日から令和６年11月25日まで

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第29条第１項に
関する工事が次のとおり完了した。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　工事が完了した開発区域に含まれる地域
　　宇治市木幡赤塚24の６
　　（関連区域）
　　宇治市木幡赤塚24の４の一部、市有地
２　開発許可を受けた者の住所及び氏名
　　宇治市六地蔵町並25・27合地
　　竹本　操

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

加入区 付保義務発 生 日 告示番号 消滅理由

宮津市
加入区

令
 2.10.23令和２年京都府告示第

557号
法第113条の２第１項
第１号該当

伊根町
加入区 〃 〃 〃

京都府告示第549号

　電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法
律第39号）第３条第１項の規定により、電線共同溝を整
備すべき道路として次のとおり指定した。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

道路の種類 路　線　名 区　　　　　間

府 道 開田長岡京停車
場線

長岡京市天神一丁目514の５か
ら長岡京市天神一丁目419の５
まで

長岡京市開田三丁目507の１か
ら長岡京市開田三丁目５の１ま
で　上り線

長岡京市開田四丁目616の１か
ら長岡京市開田四丁目510の７
まで

長岡京市天神一丁目511の５か
ら長岡京市天神一丁目514の４
まで　下り線

京都府告示第550号

　京都府府営住宅条例に基づく数値及び京都府府営住宅
条例施行規則に基づく数値を定めた告示（平成10年京都
府告示第55号）の一部を次のように改正し、令和６年11
月１日から施行する。

　令和６年10月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

　表洛西竹の里団地の項中「１、４、７、10棟」を「１、
４、７、10、12棟」に、「３、６、８、11、12棟」を「３、
６、８、11棟」に改める。
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正　　　　　誤

　令和６年10月８日付け京都府公報第552号中次のとお
り訂正

ページ 欄 行 誤 正

727 右
下から13 峰山町杉谷22 峰山町菅161の６

下から12 〃　　菅161の６ 〃　　杉谷22
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